
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 3 期 計 算 書 類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャピタル・パートナーズ証券株式会社 

 

自 令和  3年 4月  1日 

至 令和 4年 3月 31日 



貸 借 対 照 表 

（令和4年 3月 31日現在） 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

流 動 資 産 2,429,173 流 動 負 債 1,186,170 

 現 金 ・ 預 金 696,431  ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 2,747 

 預 託 金 970,000   商 品 有 価 証 券 等 － 

 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 96,217   デ リ バ テ ィ ブ 取 引 2,747 

  商 品 有 価 証 券 等 96,217  約 定 見 返 勘 定 － 

  デ リ バ テ ィ ブ 取 引 －  信 用 取 引 負 債 157,541 

 営 業 投 資 有 価 証 券 6,443   信 用 取 引 借 入 金 157,541 

 約 定 見 返 勘 定 68,462   信用取引貸証券受入金 － 

 信 用 取 引 資 産 157,541  預 り 金 903,650 

  信 用 取 引 貸 付 金 157,541  受 入 保 証 金 9,363 

  信用取引借証券担保金 －  有価証券等受入未了勘定 24,046 

 立 替 金 77,492  前 受 収 益 162 

 短 期 差 入 保 証 金 85,699  未 払 金 8,327 

 短 期 貸 付 金 60,000  未 払 費 用 63,918 

 前 払 費 用 11,612  未 払 法 人 税 等 7,651 

 未 収 入 金 164,645  リ ー ス 債 務 6,069 

 未 収 収 益 34,292  そ の 他 の 流 動 負 債 2,690 

 そ の 他 流 動 資 産 335    

  固 定 負 債 293,308 

固 定 資 産 88,927  退 職 給 付 引 当 金 224,892 

 有 形 固 定 資 産 38,999  資 産 除 去 債 務 12,183 

  建 物 21,163  繰 延 税 金 負 債 1,956 

  器 具 ・ 備 品 2,224  リ ー ス 債 務 12,308 

  リ ー ス 資 産 15,611  長 期 未 払 金 41,968 

 無 形 固 定 資 産 4,038    

  ソ フ ト ウ ェ ア 3,041 特  別  法  上  の  準  備  金 5,633 

  リ ー ス 資 産 996  金融商品取引責任準備金 5,633 

 投 資 そ の 他 の 資 産 45,889 負債合計 1,485,113 

  投 資 有 価 証 券 8,799 純資産の部 

  出 資 金 2,442 株 主 資 本     1,032,002 

  長 期 差 入 保 証 金 34,647  資 本 金 1,000,000 

     資 本 剰 余 金 － 

      資 本 準 備 金 － 

      そ の 他 資 本 剰 余 金 － 

     利 益 剰 余 金 32,002 

      利 益 準 備 金 41,202 

      そ の 他 利 益 剰 余 金 △9,199 

      繰 越 利 益 剰 余 金 △9,199 

   評 価 ・ 換 算 差 額 等 985 

    その他有価証券評価差額金 985 

   純資産合計 1,032,987 

資産合計 2,518,101 負債・純資産合計 2,518,101 
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損 益 計 算 書 

 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

 営 業 収 益   1,104,860 

  受 入 手 数 料  649,847  

  ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  444,593  

  金 融 収 益  10,419  

 金 融 費 用   5,214 

純 営 業 収 益  1,099,646 

 販 売 費 ・ 一 般 管 理 費   1,046,200 

  取 引 関 係 費  187,108  

  人 件 費  559,223  

  不 動 産 関 係 費  54,460  

  事 務 費  82,970  

  減 価 償 却 費  18,811  

  租 税 公 課  16,220  

  その他の販売費・一般管理費  127,406  

営 業 利 益  53,445 

 営 業 外 収 益   1,403 

  受 取 利 息  456  

  雑 益  947  

 営 業 外 費 用   256 

  雑 損  256  

経 常 利 益  54,592 

 特 別 利 益   793 

  関 係 会 社 出 資 金 売 却 益  793  

 特 別 損 失   13,154 

  訴 訟 関 連 費 用  13,154  

税引前当期純利益  42,232 

法人税、住民税及び事業税  1,781 

法人税等調整額  △260 

当 期 純 利 益  40,710 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 令和 3年 4月  1日 

至 令和 4年 3月 31日 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

     （単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他 

利益剰余

金 

利益 

剰余金合

計 繰越利益 

剰余金 

当期首 

残高 
1,000,000 － － － 41,202 △49,909 △8,707 － 991,292 

剰余金の 

配当 
－ － － － － － － － － 

当期 

純利益 
－ － － － － 40,710 40,710 － 40,710 

株主資本

以外の項

目の当期

変動額(純

額) 

－ － － － － － － － － 

当期 

変動額計 
－ － － － － 40,710 40,710 － 40,710 

当期末 

残高 
1,000,000 － － － 41,202 △9,199 32,002 － 1,032,002 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算差額 

等合計 

当期首残高 600 600 991,892 

剰余金の配当 － － － 

当期純利益 － － 40,710 

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 384 384 384 

当期変動額計 384 384 41,095 

当期末残高 985 985 1,032,987 

自 令和 3年 4月  1日 

至 令和 4年 3月 31日 
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個 別 注 記 表 

 

当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成 18 年法務省令第 13 号）の規定に基づき、「金融商品取

引業等に関する内閣府令」（平成 19 年内閣府令第 52 号）、及び「有価証券関連業経理の統一に関す

る規則」（昭和49年 11月 14日日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

1. トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）等の評価基準及び評価方法 

トレーディング商品に属する有価証券、デリバティブ取引、及び営業投資有価証券等に

ついては、時価法を採用しております。 

    

2. トレーディング関連以外の有価証券等の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券 

 (1) 市場価格のない株式等以外のもの 

時価法を採用しております（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）。 

 (2) 市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。なお、投資事業有限責任組合等へ

の出資については、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

    

3. 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、建物 8 年～18 年、器具備品

4年～10年であります。 

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（5年以内）に基づいております。 

 (3) リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

    

4. 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上することとしております。 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付の自己都合要支

給額に基づき計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。 

   

5． 収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日）及び「収益認識

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年 3 月 26 日）を適用

しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。当社の顧客との契約から

生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、「収益認識に関する注記」に記載のとおり

であります。 
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6. 金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の5に基づき、金融商品取引

業等に関する内閣府令第175条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

  

7. 消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

  

8. 外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益処

理しております。 

  

9. 連結納税制度の適用 

キャピタル フィナンシャルホールディングス株式会社を連結納税親会社とする連結納

税制度を適用しております。 

  

10. 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

 当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなりま

す。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 2 年法律第 8 号）において創設さ

れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の

見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る

税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）第 3 項の取

扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号

2018 年 2月 16日）第 44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい

て、改正前の税法の規定に基づいております。 

 なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地

方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適

用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）

を適用する予定であります。 

 

（会計方針の変更） 

 （収益認識に関する会計基準） 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日）等を当事業年度の

期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

   なお、財務諸表に与える影響はありません。 

 （時価算定に関する会計基準） 

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準 30 号 2019 年 7 月 4 日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融

商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号 2019 年 7月 4日）第 44-2 項に定める経過的

な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することとしております。 

   なお、財務諸表に与える影響はありません。 

 

 

【貸借対照表に関する注記】 

1. 担保に供している資産   預金 50,000千円 

上記の資産に銀行取引に係る根担保が設定されておりますが、当事業年度末現在対応する債務

はありません。 
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2. 有形固定資産の減価償却累計額     78,600千円 

 

3. 差入有価証券等 

（１） 差入れている有価証券等の時価額 

信用取引貸証券 －千円 

信用取引借入金の本担保証券 134,727千円 

差入保証金代用有価証券 90,927千円 

 

（２） 差入れを受けている有価証券の時価額 

信用取引借証券 －千円 

信用取引貸付金の本担保証券 134,727千円 

受入保証金代用有価証券 110,119千円 

 

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

関係会社に対する短期金銭債権 243,114千円 

関係会社に対する短期金銭債務 17千円 

 

 

【損益計算書に関する注記】 

1. 関係会社との取引高 

営 業 取 引 高  

営 業 収 益 －千円 

販売費及び一般管理費 124,972千円 

営業取引以外の取引高  

営 業 外 収 益 843千円 

 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 131,948株 ― ― 131,948株 

 

 

【税効果会計に関する注記】 

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金及び退職給付引当金（否認額）でありますが、

全額、評価性引当額を計上しております。 

繰延税金負債の発生原因は、資産除去債務に対応する除去費用の資産計上によるものと、投資

有価証券の時価評価に伴い発生する評価差額によるものであります。 

 

 

【資産除去債務に関する注記】 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

 

1. 当該資産除去債務の概要 

本店事務所及び各支店の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

2. 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から 15 年と見積り、割引率は 0.018～1.818％を使用して資産除去債務の

金額を計算しております。 
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3. 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 12,117千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 - 千円 

時の経過による調整額 66千円 

資産除去債務の履行による減少額 - 千円 

期末残高 12,183千円 

 

【リース取引により使用する固定資産に関する注記】 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約により使用しております。 

 

【金融商品に関する注記】 

1. 金融商品の状況に関する事項   

 (1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、

有価証券の募集、売出し及び私募の取扱い、並びにその他の有価証券関連業等の金融

商品取引業を行っております。 

これらの事業を行うため、当社では主に自己資金によっております。 

資金運用については短期的な預金等のほか、顧客の資金運用やリスクヘッジなどの

ニーズに対応するための顧客との取引、及び自己の計算に基づき会社の利益を確保す

るためのトレーディング業務等を行っております。 

 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する金融商品は、主に事業資金に充てるための現金・預金、法令に基づ

き外部金融機関に信託する顧客分別金信託であり、預金や顧客分別金信託は預入先の

信用リスクに晒されておりますが、取引相手先はいずれも信用度の高い銀行であるた

め、相手方の債務不履行による信用リスクはほとんどないと判断しております。 

信用取引貸付金は顧客の運用ニーズに対応するための短期貸付金であり、顧客の信

用リスクに晒されております。 

 また、自己の計算に基づき保有する商品有価証券及び投資有価証券は、主に株式、

債券等であり、商品有価証券については顧客の資金運用やリスクヘッジなどのさまざ

まなニーズに対応するための顧客との取引、及び自己の計算に基づき会社の利益を確

保するための取引等のトレーディング業務のために保有し、投資有価証券については

事業推進目的等で保有しているものがあります。これらは、それぞれ発行体の信用リ

スク、金利の変動リスク、及び市場価格の変動リスクに晒されております。 

 

 (3) 金融商品に係るリスク管理体制  

  ① 信用リスクの管理 

当社の信用リスクの管理については、リスク管理規程に則り行っており、特定の業

種・企業・グループ等への与信集中を排除し、リスク分散と適度なリターンの確保に

努めております。また、個別与信先の信用力、事業内容及び成長性等を総合的に斟酌

した与信管理を徹底しております。具体的には、信用取引に関する与信管理を営業総

務部、コンプライアンス部で日々行っているほか、総合企画部でも取引先等の信用リ

スクに関して、必要に応じて経営陣に報告するなどして管理しております。 

 

  ② 市場リスクの管理 

当社の市場リスクの管理については、リスク管理規程に則り行っており、株価、金

利、外国為替相場等の変動を適切に認識し、リスクのコントロールと収益の安定的な

確保に努めております。主として顧客との取引から発生するトレーディング業務に関

する有価証券については、リスク管理方針等に則した社内規程に基づき、取引を行う

部門毎及び商品毎に許容可能なリスク量（ポジション枠）を予め定めるとともに、ロ

スカット基準などを設けたうえで、運用環境、当社財務状況等を勘案し、運用枠等の
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見直しを図っております。 

 

 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての捕捉説明 

金融商品時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

 令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等及び企業会計基準適用指針第31号「時価の算

定に関する会計基準の適用指針」（以下、「時価算定適用指針」という。）第 27 項に従い経過

措置を適用した組合出資金等については、表には含めておりません（（注 2）参照）。また、

現金は注記を省略しており、預金、預託金、約定見返勘定、信用取引資産、立替金、短期差

入保証金、短期貸付金、未収入金、未収収益、信用取引負債、預り金、受入保証金、有価証

券等受入未了勘定、未払金、未払費用、未払法人税等は、短期間で決済されるため時価が帳

簿価格に近似することから、注記を省略しております。 

 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

商品有価証券等 96,217 96,217 － 

営業投資有価証券 6,443 6,443 － 

投資有価証券 729 729 － 

長期差入保証金 34,647 34,489 △158 

資産合計 138,037 137,878 △158 

リース債務 18,377 18,304 △72 

負債合計 18,377 18,304 △72 

デリバティブ取引 (2,747) (2,747) － 

 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、()で示しております。 

 

 (注１) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 

   レベル1の時価: 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価 

レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを使

用して算定した時価 

   レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

  時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価

を分類しております。 

 

商品有価証券等、営業投資有価証券、投資有価証券 

   商品有価証券等、営業投資有価証券、投資有価証券については、活発な市場における無調整

の相場価格を利用できるものはレベル 1 の時価に分類しております。主に上場株式や国債が

これに含まれます。 

公表された相場価格を用いたとしても市場が活発でない場合にはレベル 2 の時価に分類して

おります。主に地方債、社債がこれに含まれます。 
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相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの割引現在価値法などの評価技

法を用いて時価を算定しております。評価にあたっては観察可能なインプットを最大限利用し

ており、インプットには、TIBOR、国債利回り、期限前返済率、信用スプレッド、倒産確率、

倒産時の損失率等が含まれます。算定にあたり重要な観察できないインプットを用いている場

合には、レベル3の時価に分類しております。 

なお、投資信託については、基準価額または基準価額に準じた価額を時価としております。

ただし、レベルの分類については、時価算定適用指針第 26 項に従い経過措置を適用し、レベ

ルを付しておりません。 

  

長期差入保証金 

長期差入保証金の時価は、その将来のキャッシュ・フローと、返還までの期間及び国債の

利回り等適切な利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル 2 の時価に分類して

おります。 

 

リース債務 

リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。 

 

  デリバティブ取引 

    外国為替証拠金取引の時価は、外国為替証拠金取引契約を締結している会社から提示され

た時価によっており、レベル2の時価に分類しております。 

 

(注２) 市場価格のない株式等及び組合出資金等 

               (単位：千円) 

区  分 貸借対照表計上額 

出資金          2,442 

投資事業有限責任組合出資金          5,102 

匿名組合出資金             2,968 

※組合出資金等については、時価算定適用指針第27項に基づき、 

時価開示の対象とはしておりません。 

 

【収益認識に関する注記】 

  収益を理解するための基礎となる情報 

  当社では、主な収益を以下のとおり認識しております。 

 

 「委託手数料」においては、顧客と締結した取引約款・規定等に基づいて、売買執行等する履

行義務を負っております。当該履行義務は、当社が注文を執行する都度充足されることから、約

定時点（一時点）で収益を認識しております。通常の支払期限について、履行義務の充足時点で

ある約定日から概ね数営業日以内に支払を受けております。 

 

 「募集・売出し・特定投資家向け勧誘等の取扱手数料」においては、募集申込が完了した時点

で履行義務が充足されることから、当該業務の完了時点（一時点）で収益を認識しております。

通常の支払期限について、履行義務の充足時点である募集等申込日から払込日又は受渡日等まで

に支払を受けております。 

 

 「その他の受入手数料」には、様々なサービスに係る受入手数料が含まれておりますが、主な
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受入手数料は「代理事務手数料」「私募取扱手数料」となります。 

 

「代理事務手数料」においては、主に投信委託会社等との契約に基づき、募集・販売の取扱い

等に関する代理事務を履行する義務を負っております。取引価格は投資信託の純資産等を参照し

て算定されます。当履行義務は、当社が日々サービスを提供すると同時に顧客により便益が費消

されるため、一定期間にわたり収益を認識しております。通常の支払期限について、多くの場合、

投資信託の決算日後から数営業日以内に支払を受けております。 

 

「私募取扱手数料」においては、主に匿名組合等との契約に基づき、金融商品の組成に係る事

務を履行する義務を負っております。当該手数料においては、事務サービス提供完了時（一時点）

に収益を認識しております。通常の支払期限について、サービス提供完了日が属する月の翌月ま

でに支払を受けております。 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

                                         (単位：千円) 

1.親会社及び法人主要株主等 

属

性 
氏名又は名称 

議決権の所

有（被所

有）の割合 

関連当事

者 

との関係 

取引の内容 
取引金

額 
勘定科目 期末残高 

親 

会 

社 

キャピタル 

フィナンシャ

ルホールディ

ングス株式会

社 

被所有 

直接 

(100%) 

役務の 

受入 

経営指導料 

の支払 
109,800 - - 

出向負担金 

 の受取 
41,735 未収入金 159,381 

資金の貸付 60,000 短期貸付金 60,000 

利息の受取   456 未収利息 218 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（1） 経営指導料については、提供する役務内容に基づき、交渉のうえ価格等を決定しておりま

す。 

（2） 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担

保は受け入れておりません。 

（3） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

2.兄弟会社等 

属

性 
氏名又は名称 

議決権の所

有（被所

有）の割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高 

親 

会 

社 

の 

子 

会 

社 

キャピタルアセ

ットマネジメン

ト株式会社 

なし 

当社が販売

する投資信

託の委託会

社 

信託報酬 

の受取 
44,420 未収収益 4,560 

成功報酬 

の受取 
162,549  - - 

キャピタルエイ

シア・インベス

トメント株式会

社 

なし 
グループ不

動産会社 
費用の立替 25,463 立替金 58,882 
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Capital Partners 

Vietnam 

Consulting 

Company Limited 

なし 役務の受入 調査業務の委託 3,419 - - 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（1） 信託報酬については市場実勢等を勘案して決定しております。 

（2） 業務委託費については提供する役務内容に基づき、交渉のうえ価格等を決定しております。 

（3） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

（4） Capital Partners Vietnam Consulting Company Limitedについて、令和4年3月 31日付で、

親会社であるキャピタル フィナンシャルホールディングス株式会社に全持分を譲渡したこ

とにより、同社の属性は子会社から親会社の子会社に変更となりました。なお、取引金額

は、当社の子会社であった期間のものであります。 

 

 

【1株当たり情報に関する注記】 

1 株当たり純資産額 7,828円 75銭 

1株当たり当期純利益 308円 53銭 

 

（注）1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当 期 純 利 益 金 額 40,710千円 

普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額 ― 千円 

普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 利 益 金 額 40,710千円 

普 通 株 式 の 期 中 平 均 株 式 数 131,948株 
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第 23期計算書類附属明細書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 令和 3年 4月  1日 

至 令和 4年 3月 31日 
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１.有形固定資産及び無形固定資産の明細 

（単位：千円） 

区

分 

資産の 

種類 

期首 

帳簿価格 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期 

償却額 

期末 

帳簿価格 

減価償却 

累計額 

期末 

取得原価 

有

形

固

定

資

産 

建物 23,924 － － 2,761 21,163 19,267 40,431 

器具・ 

備品 
8,423 － － 6,198 2,224 31,985 34,210 

リース 

資産 
4,921 14,800 － 4,109 15,611 27,346 42,958 

計 37,268 14,800 － 13,070 38,999 78,600 117,599 

無

形

固

定

資

産 

ｿﾌﾄｳｪｱ 3,945 － － 904 3,041   

リース 

資産 
5,834 － － 4,837 996   

計 9,779 － － 5,741 4,038   

 

（注） 当期増加額の主なもの  

  リース資産 電話交換機・通話録音機 

    

 

２．引当金の明細 

（単位：千円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

退 職 給 付 引 当 金 250,804 22,826 48,737 224,892 

金融商品取引責任準備金 5,633 － － 5,633 
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３．販売費および一般管理費の明細 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

取 引 関 係 費 支 払 手 数 料 101,307  

取 引 所 ・ 協 会 費 3,434  

通 信 ・ 運 送 費 70,931  

旅 費 ・ 交 通 費 1,861  

広 告 宣 伝 費 3,616  

交 際 費 5,956  

 小 計 187,108  

人 件 費 役 員 報 酬 28,452  

 従 業 員 給 料 427,852  

 その他の報酬・給料 20,744  

 退 職 給 付 費 用 21,357  

 福 利 厚 生 費 60,816  

 賞 与 －  

 賞 与 引 当 金 繰 入 －  

 小 計 559,223  

不 動 産 関 係 費 不 動 産 費 42,881  

 器 具 ・ 備 品 費 11,579  

 小 計 54,460  

事 務 費 事 務 委 託 費 72,816  

 事 務 用 品 費 10,153  

 小 計 82,970  

減 価 償 却 費 18,811  

租 税 公 課 16,220  

その他の販売費・一般管理費 127,406  

合 計 1,046,200  
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 

令和 4年 6月 9日 

キャピタル・パートナーズ証券株式会社 

取締役会 御中 

 

監査法人 五 大 

東京都中央区 

指定社員 

業務執行社員 公認会計士 宮村和哉 ㊞ 

 

監査意見 

当監査法人は、会社法第 436条第 2項第 1号の規定に基づき、キャピタル・パートナーズ証券株式会社の令和 3年 4月 1日か

ら令和 4年 3月 31日までの第 23期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表並びにその附属明細書(以下「計算書類等」という。)について監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類

等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査

法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関

する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意

見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告及び附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま

た監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の執行を監視することにある。 

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に

対して意見を表明するものではない。 

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算

書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相

違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること

が求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

計算書類等に対する経営者並びに監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合

には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚
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偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与え

ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判

断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、

実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す

る。 

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す

る注記事項の妥当性を評価する。 

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又

は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが

求められてい 

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。 

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと

ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正

に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監

査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
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